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１．基礎調査の流れと打合せ時期 

 基礎調査のおおまかな流れと打合せ時期を図-1.1 に示す。各現象の詳細な流れについて

は、マニュアル参照のこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1.1 基礎調査業務の標準的な流れ 

①初回打合せ 

②調査対象箇所の抽出・整理 

③中間打合せ１ 

④机上設定 

⑤現地調査及び設定条件の確認 

⑥調査数量報告 

⑦区域設定 

⑧危害のおそれのある土地の調査 

⑨最終数量報告 

⑩成果品とりまとめ 

⑪最終打合せ 

⑫納品検査 

業務計画書の提出・説明 

対象範囲で調査対象箇所の新規抽出を行い、既往箇所

と併せて整理する。 

（急）横断測線の机上設定 

（土）基準地点、流下方向、土砂量算出 

調査対象箇所の確認 

（急・土）現地調査対象箇所の確認 

区域設定結果は必要に応じて随時協議を行う。 

この時点での調査数量を報告する。 

最終数量を報告する。 

最終チェック 

：協議・報告 
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２．箇所番号・箇所名・所在地の命名規則 

 箇所番号は既往調査結果を基に決定する。箇所名、所在地は既往調査結果と実際の位置

を確認し、明らかに異なる場合は適宜修正する。箇所名、所在地については、成果品とり

まとめの前段階で市町に確認する。また、結果一覧表および国交省 DB には箇所名のヨミガ

ナを記載する必要があるため、市町へ確認する。 

  

２．１ 急傾斜地 

（１）箇所番号 

【急傾斜地崩壊危険箇所を含む場合】 

急傾斜地斜面カルテにおける延長が最も長い急傾斜地崩壊危険箇所を主たる急傾斜地と

定める。 

 

急傾斜地崩壊危険箇所の例：急傾斜地崩壊危険箇所番号Ⅰ-1-1000 

急傾斜地崩壊危険箇所の分類（Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ）－斜 面 区 分－番号 

Ⅰ－  1   －1000 

 

【急傾斜地崩壊危険箇所を含まない場合】 

隣接する急傾斜地崩壊危険箇所番号に枝番を付する。 

 

急傾斜地崩壊危険箇所の例：隣接する急傾斜地崩壊危険箇所番号Ⅰ-1-1000 

急傾斜地崩壊危険箇所の分類（Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ）－斜 面 区 分－番号 

Ⅰ－  1   －1000－1 

 

 

（２）箇所名 

【急傾斜地崩壊危険箇所を含む場合】 

 主たる急傾斜地崩壊危険箇所の調査結果における「箇所名（番号）」とする。 

 例）桜ヶ丘（1000）、原田（265） 

【急傾斜地崩壊危険箇所を含まない場合】 

 番号を付した隣接する急傾斜地崩壊危険箇所の調査結果における「箇所名（番号）」とす

る。 

 例）桜が丘（1000-1）、原田（265-2） 
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２．２ 土石流 

（１）箇所番号 

【土石流危険渓流を含む場合】 

主渓流とした土石流危険箇所番号を元に命名する。 

土石流危険渓流の例：土石流危険渓流番号Ⅰ-1-9-365    

土石流危険渓流の分類（Ⅰ、Ⅱ、準）－河川の分類－水 系 番 号－番号 

             Ⅰ  －  1   － 9  －365 

 

主渓流の枝番を「1」とし、警戒区域内の渓流数が枝番により分かるようにする。 

例）主渓流：Ⅰ-1-9-365-1、副渓流：Ⅰ-1-9-365-2、… 

ただし、主渓流のみの場合は枝番を付さない。 

 

【土石流危険渓流を含まない場合】 

主渓流とした流域面積が最大の渓流に隣接する土石流危険渓流のどちらかの番号を記入

し、箇所番号の末端に「隣」を付す。 

 

土石流危険渓流の例：土石流危険渓流番号Ⅰ-1-9-365    

土石流危険渓流の分類（Ⅰ、Ⅱ、準）－河川の分類－水 系 番 号－番号隣 

             Ⅰ   －  1  － 9   － 365 隣 

 

例）主渓流：Ⅰ-1-9-365 隣-1、副渓流：Ⅰ-1-9-365 隣-2、… 

主渓流：Ⅰ-1-9-365 隣 a-1、副渓流：Ⅰ-1-9-365 隣 a-2、… 

主渓流：Ⅰ-1-9-365 隣 b-1、副渓流：Ⅰ-1-9-365 隣 b-2、… 

主渓流の枝番を「1」とし、警戒区域内の渓流数が枝番により分かるようにする。 

ただし、主渓流のみの場合は枝番を付さない。 

 

（２）箇所名 

箇所名の表記は、「渓流名（番号）」とする。例）○○（365 隣 a-1） 

渓流名は、土石流危険渓流調査結果によるものとする。ただし、渓流名に数字が付されて

いるものは、数字を省略する。土石流危険渓流でない箇所の場合は、「箇所番号を付した隣

接する土石流危険渓流の箇所名（番号 以降）」とする。 
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(a)主渓流のみの場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b)一つの警戒区域に危険渓流と新規抽出渓流が存在する場合 
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(c)一つの警戒区域に危険渓流が複数存在する場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(d)一つの警戒区域に新規抽出渓流のみしか存在しない場合 
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(e)一つの警戒区域に新規抽出渓流のみしか存在しないものが複数ある場合 
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２．３ 所在地 

（１）区域名 

区域名は、漢字やフリガナを事前に市町に確認する。特に、区域名は県報に記載するの

で間違いの無いようにする。 

 

（２）所在地 

 各区域の所在地は、下記の通りとし、基本的には大字までの標記とする。 

 ・土石流：基準地点の所在地 

 ・急傾斜地の崩壊：がけの所在地 

         （複数校区にまたがる場合は、面積の大きい校区側の所在地） 

 

所在地 ＝ 郡・市  ＋  区・町  ＋  町丁目・大字 

（一般的な市区制） 

例①    広島市    安佐南区     長楽寺 3丁目  

例②    広島市    安佐南区     沼田町大字伴 

（一般的な町制） 

例③    安芸郡    府中町      桜ヶ丘      

（市町村合併後、旧町名が残っている例） 

例④    安芸高田市  高宮町      原田 

（市町村合併後、旧町名が残っていない例） 

 例⑤   廿日市市            永原  

 

【注意点】 

 所在地を決定する際には、下記の点について確認すること。 

・大字までの標記となっているか。 

・所在地の名称が正式名称であるか（正：△△町大字◯◯ 、誤：△△町◯◯ など）。 

・調査年度や基礎調査会社が異なる場合に、所在地の統一が図られているか（△△町大字

◯◯と△△町◯◯が混在 など）。 
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３．成果品 

３．１ 成果品一覧 

 １．調査報告書       建設事務所（支所） 

 ２．基礎調査調書      建設事務所（支所） 

３．公表・閲覧資料    建設事務所（支所）、市町 

 ４．告示図書        建設事務所（支所）、本庁、市町 

 ５．照査報告書       建設事務所（支所） 

 ６．電子データ 

電子納品データ     建設事務所（支所）（２部）、本庁（１部） 

基礎調査結果電子データ 建設事務所（支所）、本庁、市町（１部） 

 

 

 受注者は表-3.1 に示す成果品を作成し、提出するものとする。 

 なお、提出部数および基礎調査結果電子データの作成にあたっては、土砂災害防止法に

おける基礎調査業務の特記仕様書に基づき作成し、提出するものとする。 

 特記仕様書については、参考資料-6参考文献により確認すること。 
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表-3.1 成果品一覧（急傾斜地・土石流・地すべり） 

成果品・成果品項目 縮尺 摘要 

納品媒体 

電子 紙 

A4 版パイプ

式ファイル 

 

CD、DVD、

HDD 
データ形式 部数 

１．調査報告書        

 ①本文  A4 ● .xls、xlsx - - 

 【巻末資料】     - - 

 ②調査対象箇所一覧表(急傾斜)  A4 ● .xls、xlsx - - 

 ③調査対象箇所一覧表(土石流)  A4 ● .xls、xlsx - - 

 ④調査対象箇所一覧表(地すべり)  A4 ● .xls、xlsx - - 

 ⑤区域座標情報   ● .pdf、xls、xlsx - - 

 【別添図面】       

 
図①基礎調査箇所位置図(急傾斜・ 

土石流・地すべり) 

1/2,500

～

1/25,000 

A3～A0 ● .pdf - - 

２．照査報告書        

 ①照査結果   ● .pdf - - 

 ②チェックリスト   ● .pdf - - 

３．基礎調査調書       

 ①基礎調査調書(急傾斜)   ● 別表-1-1 による - - 

 ②基礎調査調書(土石流)   ● 別表-1-2 による - - 

 ③基礎調査調書(地すべり)   ● 別表-1-3 による - - 

４．公表・閲覧資料(告示日・番号なし) 

 （基礎調査の結果通知書を含む） 
      

 ①区域図(急傾斜) 1/2,500 
A4～A0

縦横 
● .pdf ● 3 部 

 ②区域図(土石流) 1/2,500 
A4～A0

縦横 
● .pdf ● 3 部 

 ③区域図(地すべり) 1/2,500 
A4～A0

縦横 
● .pdf ● 3 部 

 ④結果一覧表  A4 ● .xls、xlsx ● 3 部 

 
⑤土砂災害警戒区域等 DB（基礎調査台

帳） 
 A4 ● .xls、xlsx - - 

 ⑥関係家屋等一覧表  A4 ● .xls、xlsx ● 3 部 

 ⑦GIS データ   ● .shp、shx、dbf 等 - - 

 ⑧区域見直し比較表（新旧比較表）   ● .pdf ● 3 部 

 
【別添図面(学区別、近傍箇所毎に作

成)】 
      

 
図①土砂災害警戒区域・特別警戒区域位

置図(急傾斜・土石流・地すべり) 

1/2,500

～

1/25,000 

A3～A0 ● .pdf ● 3 部 

４．告示図書(告示日・番号入り)        

 ①告示図書(急傾斜) 1/2,500 
A4～A0

縦横 
● .pdf ● 3 部 

 ②告示図書(土石流) 1/2,500 
A4～A0

縦横 
● .pdf ● 3 部 

 ③告示図書(地すべり) 1/2,500 
A4～A0

縦横 
● .pdf ● 3 部 

 ④結果一覧表  A4 ● .xls、xlsx ● 3 部 

 
⑤土砂災害警戒区域等 DB（基礎調査台

帳） 
 A4 ●  - - 

 ⑥関係家屋等一覧表  A4 ● .xls、xlsx ● 3 部 

 ⑦区域見直し比較表（新旧比較表）   ● .pdf ● 3 部 

 
【別添図面(学区別、近傍箇所毎に作

成)】 
       

 
図①土砂災害警戒区域・特別警戒区域位

置図(急傾斜・土石流・地すべり) 

1/2,500

～

1/25,000 

A3～A0 ●  ● 3 部 

５．区域設定データ       

 ①区域設定データ   ● 図-3.2 による -  
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別表-1-1 基礎調査調書データ形式一覧表（急傾斜地・システム利用） 

  .xlsx .docx .p21 備考 

表紙 ○ ○ － 表紙 

様式-1 － － － 平面図 

様式-2 ○ ○ － 基礎調査調書 

様式-3 － － － 設定根拠図 

様式-4 － － － 横断面図 

様式-5 ○ ○ － 著しい危害のおそれのある土地等の設定資料 

設定資料① ○ ○ － 斜面高さ・傾斜度・崩壊土量・崩壊幅及び力の算出 

設定資料② ○ ○ － 危害のおそれのある土地等の地形 

設定資料③ ○ ○ － 危害のおそれのある土地等の調査 

設定資料④ ○ ○ － 対策施設等状況調査及び安全性の確認 

設定資料⑤ ○ ○ － 災害実績調査表 

設定資料⑥ ○ ○ － 世帯数・人家戸数及び公共施設調査 

設定資料⑦ ○ ○ ○ 上・下端位置と地物との位置関係 

設定資料⑧ ○ ○ － その他 

設定資料⑨ ○ ○ － 起終点決定の根拠（様式-3で記載があれば作成不要） 

参考-1 － － － 上・下端位置読み取り座標表（システムによる） 

参考-2 － － － 警戒区域読み取り座標表（システムによる） 

参考-3 － － － 特別警戒区域読み取り座標表（システムによる） 

※各様式・資料の修正に必要なデータは、上表に示すいずれかのファイル形式で納品するこ

と。なお、CADで作成したデータについては、「.p21」での納品を必須とする。 

 

別表-1-2 基礎調査調書データ形式一覧表（土石流・システム利用） 

  .xlsx .docx .p21 備考 

表紙 ○ ○ － 表紙 

様式-1 － － － 平面図 

様式-2 ○ ○ － 基礎調査調書 

様式-3 － － － 設定根拠図 

様式-4 － － － 縦断図 

様式-5 － － － 横断図 

様式-6 ○ ○ － 著しい危害のおそれのある土地の設定資料 

設定資料① ○ ○ ○ 谷次数区分図・対策施設位置図 

設定資料② ○ － ○ 土砂量算定横断図 

設定資料③ ○ ○ － 土砂量計算書 

設定資料④ ○ ○ － 対策施設状況調査結果 

設定資料⑤ ○ ○ － 対策施設の安全性確認書 

設定資料⑥ ○ ○ － 災害実績調査表 

設定資料⑦ ○ ○ － 平面形状調査資料・人工構造物調査資料 

設定資料⑧ ○ ○ － 著しい危害のおそれのある土地の判定表 

設定資料⑨ ○ ○ － 点の記または基準点位置図 

設定資料⑩ ○ ○ － 流下方向ならびに基準地点の設定 

設定資料⑪ ○ ○ － 世帯数・人家戸数及び公共施設調査 

設定資料⑫ ○ ○ ○ その他 

参考-1 〇 － － 警戒区域読み取り座標表（システムによる） 

参考-2 〇 － － 特別警戒区域読み取り座標表（システムによる） 

※各様式・資料の修正に必要なデータは、上表に示すいずれかのファイル形式で納品するこ

と。なお、CADで作成したデータについては、「.p21」での納品を必須とする。 
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別表-1-3 基礎調査調書データ形式一覧表（地すべり） 

  .xlsx .docx .p21 

表紙 ○ ○ － 

様式-1 － － ○ 

様式-2 ○ ○ － 

様式-3 － － ○ 

様式-4 － － ○ 

様式-5 － － ○ 

設定資料① ○ ○ ○ 

設定資料② ○ － ○ 

設定資料③ ○ ○ － 

設定資料④ ○ ○ － 

設定資料⑤ ○ ○ － 

設定資料⑥ ○ ○ － 

設定資料⑦ ○ ○ ○ 

様式-6 － － ○ 

様式-7 ○ ○ － 

 

※各様式・資料の修正を上表に示すいずれかのファイル形式で納品すること。なお、CAD で

作成したデータについては、「.p21」での納品を必須とする。 
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３．２ 調査報告書 

 調査報告書には、以下の内容を記載する。 

 ・業務概要、調査数量、調査内容 

 ・調査対象箇所の抽出・整理結果 

   調査対象範囲における都市計画区域（市街化区域、市街化調整区域、非線引き区域）

と過疎地域の位置関係を明らかにし、新規抽出条件のゾーニング結果を示す。 

   急傾斜地については該当する調査対象箇所と未調査箇所を整理する。 

   土石流は机上調査のみの箇所と実測を行った箇所を整理する。 

 ・その他報告事項 

   上記以外に報告すべき事項があれば、記載する。 

 

３．３ 基礎調査調書 

3.3.1 急傾斜地 

 急傾斜地の基礎調査調書は下記の様式について作成する。 

 

【急傾斜地】 

・様式-1（急）平面図 

・様式-2（急）基礎調査調書（1/4）～（4/4） 

・様式-3（急）設定根拠図 

・様式-4（急）横断面図 

・様式-5（急）著しい危害のおそれのある土地等の設定資料 

設定資料①斜面高さ・傾斜度・崩壊土量・崩壊幅 

設定資料②危害のおそれのある土地等の地形（微地形・人工構造物） 

設定資料③危害のおそれのある土地等の調査（見取り図（写真撮影位置図）・現地写

真） 

設定資料④対策施設等状況調査及び安全性の確認 

設定資料⑤災害実績調査表 

設定資料⑥世帯数・人家戸数及び公共施設調査 

設定資料⑦上・下端位置と地物との位置関係 

設定資料⑧その他 

設定資料⑨起終点決定の根拠 

・様式-6（急）座標管理図表（従来手法による） 

・様式-7（急）点の記（従来手法による） 

・参考-1（急）上・下端位置読み取り座標表（システムによる） 

・参考-2（急）警戒区域読み取り座標表（システムによる） 

・参考-3（急）特別警戒区域読み取り座標表（システムによる） 
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 各様式の作成に係る記載内容および留意事項等については、以下の通り分類した。 

 （従）：従来手法のみ該当、（シ）：システム利用のみ該当、（共）：両手法に該当 

 

（１）表紙 

・ （共）自然現象の種類、箇所番号、箇所名、所在地、施行番号、基礎調査担当会社名

を記入する。 

・ （シ）システム上で入力したデータが自動出力される。 

 

（２）様式-1（急）平面図 

・ （共）レイアウト、線色、線種等の詳細は告示図書に準ずる。 

・ （共）用紙サイズは A3横を基本とする。 

・ （共）凡例に基づく内容を記載した 1/2,500 平面図を添付する。 

・ （共）土砂災害防止法施行令第三条の基準に該当する区域は、測線間の想定される力

の最大と当該力が当該建築物に作用する場合の高さを、移動による力と堆積による力

に分けて記入する。 

・ （共）凡例に基づく内容、箇所番号、箇所名を記載した 1/25,000 位置図を添付する。 

・ （共）1/25,000 地形図の複製承認にかかる国土地理院への申請は、県が行い、法指定

時に承認番号を記入する。 

・ （従）1/2,500 地形図の複製承認にかかる市町村への申請は、必要に応じて県が行い、

法指定時に承認番号を記入する。 

・ （シ）位置図及び国土地理院等への複製承認番号以外は自動出力される。別表の力の

区分表については、様式-2（急）基礎調査調書(2/4)から自動出力される。 

 

（３）様式-2（急）基礎調査調書（1/4） 

・ （共）調査対象箇所の抽出、既往調査との対応、使用図面、基礎調査履歴、告示履歴、

地形状況、地質状況、対策施設等状況調査、想定される崩壊、災害実績調査について

調査結果を記入する。 

・ （共）地質状況-地表の状況欄の表土の平均厚さ及び表土の最大厚さは、区域設定に

影響する数値ではないことから実測を求めるものではないが、厚さの値を記載する場

合は地表の状況欄へ下記の注意文を付記すること。「（注）表土の厚さは現地踏査・目

視確認等により総合的に判断した概ねの値であり実測値ではない。」 

 

・ （シ）上記の内容のうち、地形状況及び地質状況の土質定数については自動出力され

る。 
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（４）様式-2（急）基礎調査調書（2/4） 

・ （共）著しい危害の恐れのある土地の設定結果、危害の恐れのある土地等の設定は「様

式-5（急）設定資料①斜面高さ・傾斜度・崩壊土量・崩壊幅及び力の算出」と整合を

図る。 

・ （シ）対策施設がある測線について、別途計算した「様式-5（急）設定資料①斜面高

さ・傾斜度・崩壊土量・崩壊幅及び力の算出」の数値を入力する。なお、対策施設の

ない場合は自動出力された結果を入力する。 

 

（５）様式-2（急）基礎調査調書（3/4） 

・ （共）著しい危害のおそれのある土地の設定結果、危害のおそれのある土地等の設定

は、「様式-5（急）①斜面高さ・傾斜度・崩壊土量・崩壊幅」と整合を図る。 

・ （共）土地利用状況は急傾斜地上部、急傾斜地内、急傾斜地下方に分けて記入する。 

・ （共）世帯数及び人家戸数、公共施設等の状況は危害のおそれのある土地と著しい危

害のおそれのある土地に分けて記入する。なお、危害のおそれのある土地の人家戸数

等に著しい危害のおそれのある土地のものは含めない。 

・ （共）著しい危害のおそれのある土地内の人家および公共的建物については、建築構

造（木造・非木造）を明示する。 

 

（６）様式-2（急）基礎調査調書（4/4） 

・ （共）警戒避難体制、関係諸法令の指定状況、宅地開発の状況および建築の動向につ

いての調査結果を記入する。 

・ （共）警戒避難体制の避難場所は、区域に最も近い避難場所の名称・所在地・建築構

造を記入する。 

・ （共）関係諸法令は「指定の有無」とその根拠となる「出典」を記入する。なお、砂

防三法（砂防指定地、地すべり防止区域、急傾斜地崩壊危険区域）については「指定

の有無」に加えて「指定年月日」、「告示番号」、「出典」を記入する。 

・ （共）宅地開発の状況および建築の動向は、各項目について増減率を記入するととも

に、調査年（度）を明記する。 

 

（７）様式-3（急）設定根拠図 

・ 用紙サイズは A4～A3 とする。 

・ （共）起終点の設定根拠について、地形条件（5m、30°）、社会条件、その他（隣接

箇所との境界、地形急変地点等）を示す。 

・ （シ）背景図として、傾斜角度によって色分けされた傾斜区分図を使用する。 

・ （シ）上・下端点、下端線および横断測線の位置が自動出力される。 
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（８）様式-4（急）横断面図 

・ （共）用紙サイズは A4～A3 とする。 

・ （共）横断測線ごとの横断図に、斜面高、傾斜度を明示するとともに、危害のおそれ

のある土地と著しい危害のおそれのある土地の計算結果を記入する。 

・ （シ）横断測線ごとに、上下端点、斜面高、傾斜度及び危害のおそれのある土地等の

範囲を示した寸法線を表示させた横断図が自動出力される。図面内に下端位置の写真

を必ず添付する。下端位置付近の基盤図の断面形状が現地とかなり相違がある場合は、

最寄りの地物等から現地計測した結果を補足情報として記入する。 

・ （共）上下端根拠をコメントする。 

 

（９）様式-5（急）著しい危害のおそれのある土地の設定資料 

・ （共）調査結果が添付されているか否かを右側にある空欄に記入する。作成が必要な

様式は「◯」、作成が必要でない様式は「作成不要」を記入する。 

 

（10）様式-5（急）①斜面高さ・傾斜度・崩壊土量・崩壊幅 

・ （共）横断測線ごとの斜面高さ、傾斜度を記入する。 

・ （共）力の算出に用いる各定数を記入する。 

・ （共）横断測線ごとに斜面下端から 1ｍ単位で、移動による力および堆積による力の

計算結果を記入し、著しい危害のおそれのある土地の判定結果を示す。 

 

（11）様式-5（急）②危害のおそれのある土地等の地形（微地形・人工構造物） 

・ （共）著しい危害のおそれのある土地の範囲に河川・水路または掘割道路等がある場

合は、その標準横断図、肩の座標位置（斜面側）、座標値を示す。 

・ （共）危害のおそれのある土地の範囲に、河川、盛土、掘割道路等がある場合は、そ

の範囲を図示する。 

・ （シ）下端線が表示された平面図が自動出力される。危害のおそれのある土地等の範

囲を規制する河川、盛土、掘割道路等の微地形・人工構造物がある場合は、その範囲

を図示する。 

・ （共）微地形・人工構造物がない場合は、「危害のおそれのある土地等の範囲を規制

する微地形・人工構造物は認められない」のコメントを記入する。 
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（12）様式-5（急）③危害のおそれのある土地等の調査（見取り図（写真撮影位置図）・現

地写真） 

・ （共）危害のおそれのある土地等の地形が把握できる写真を貼付し、コメントを付け

る。 

・ （共）写真位置図には、写真撮影位置・方向・番号を記入する。著しい危害のおそれ

のある土地内の家屋の建築構造（木造・非木造）を明示する。 

・ （共）主な撮影範囲は、全景、起点・終点等下端状況、危害のおそれのある土地等の

範囲を規制する微地形・人工構造物状況、対策施設状況、公共施設などとする。 

・ （共）写真で起点・終点の設定根拠がわかりにくい場合は、区域外の地形を計測し断

面図を添付しても良い。 

・ （シ）下端線が表示された平面図が自動出力される。写真撮影位置・方向・番号を記

入する。 

 

（13）様式-5（急）④対策施設等状況調査及び安全性の確認 

・ （共）対策施設の諸元が把握できる展開図、標準断面図を示す。 

・ （共）位置、工種、施工年月、事業区分、延長、高さ、施設効果等を一覧表に記入す

る。 

・ （共）対策施設の状況写真は、様式-5（急）③に付ける。小規模な対策施設について

は、写真と一覧表に記録を残し、展開図と標準横断図は作成しない。 

・ （共）対策施設がない場合は、「対策施設無し」のコメントを記入する。 

 

（14）様式-5（急）⑤災害実績調査表 

・ （共）災害実績調査を実施した結果をとりまとめる。 

・ （共）把握できる項目について記入し、これ以外は「不明」と記入する。 

・ （共）災害実績が確認できない場合は、「災害実績無し」のコメントを記入する。 

 

（15）様式-5（急）⑥世帯数・人家戸数及び公共施設調査 

・ （共）世帯数及び人家戸数調査を実施した結果をとりまとめる。 

・ （共）戸建住宅、共同住宅、公共的建物、要配慮者利用施設の位置を確認する。また、

特別警戒区域については、建物構造（木造・非木造）を記入する。 

・ （共）公共的建物及び要配慮者利用施設は名称も記入する。 

・ （シ）上・下端点、下端線、横断測線及び危害のおそれのある土地等の範囲が表示さ

れた平面図が自動出力される。 

 

（16）様式-5（急）⑦上・下端位置と地物との位置関係 

・ （シ）現地計測等で確認した上・下端点と地物との位置関係についてとりまとめる。 

・ （シ）参考として上・下端点、下端線及び危害のおそれのある土地等の範囲が表示さ

れた平面図が自動出力される。 

・ （シ）下端位置それぞれについて２箇所以上の地物と関連付ける。 
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（17）様式-5（急）⑧その他 

・ （共）所定の様式に記載できない事項について補足事項があれば作成する。 

・ （共）補足事項がない場合は、「作成不要」のコメントを記入する。 

 

（18）様式-5（急）⑨起終点決定の根拠 

・ （共）起終点の決定根拠を記入する。 

・ （共）隣接箇所がある場合は、隣接箇所番号を記入する。 

 

（19）様式-6（急）座標管理図表 

・ （従）下記の区域について、区域図（1/2,500）と測点を示し、測点ごとの座標値を

記載する。 

① 危害のおそれのある土地の座標管理図表 

② 著しい危害のおそれのある土地の座標管理図表 

（移動の力が建築物の耐力を上回る区域） 

③ 著しい危害のおそれのある土地の座標管理図表 

（堆積の力が建築物の耐力を上回る区域） 

④ 著しい危害のおそれのある土地の座標管理図表 

（移動の力が 100kN/m2を上回る区域） 

⑤ 著しい危害のおそれのある土地の座標管理図表（堆積の力が 3ｍを上回る区域） 

・ （従）座標系の種類を記載する。 

 

（20）様式-7（急）点の記 

・ （従）基準点測量結果を記載する。 

・ （従）座標系、座標を記載し、位置図、写真等を貼付する。 

 

（21）参考-1（急）上・下端位置読み取り座標表（システムによる） 

・ （シ）上・下端点、下端線及び横断測線を表示した平面図が自動出力される。これに

別途出力された上・下端点の座標管理票を添付する。 

 

（22）参考-2（急）警戒区域読み取り座標表（システムによる） 

・ （シ）下端線、横断測線及び危害のおそれのある土地を表示した平面図が自動出力さ

れる。これに別途出力された危害のおそれのある土地の座標管理票を添付する。 
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（23）参考-3（急）特別警戒区域読み取り座標表（システムによる） 

・ （シ）下端線、横断測線及び著しい危害のおそれのある土地を表示した平面図が自動

出力される。これに別途出力された著しい危害のおそれのある土地の座標管理票を添

付する。 

・ （シ）なお、最大以下の４種類の座標表が出力される。 

移動の力が建物の耐力を上回る区域および斜面地内の特別警戒区域 

堆積の力が建物の耐力を上回る区域および斜面地内の特別警戒区域 

移動による力が 100kN/m2を上回る区域 

堆積高が 3m を上回る区域 
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3.3.2 土石流 

 土石流の基礎調査調書は下記の様式について作成する。 

 

【土石流】 

・様式-1（土）平面図 

・様式-2（土）基礎調査調書（1/4）～（4/4） 

・様式-3（土）設定根拠図 

・様式-4（土）縦断図 

・様式-5（土）横断図 

・様式-6（土）著しい危害のおそれのある土地の設定資料 

設定資料①谷次数区分図・対策施設位置図 

設定資料②土砂量算定横断図 

設定資料③土砂量計算書 

設定資料④対策施設状況調査結果 

設定資料⑤対策施設の安全性確認書 

設定資料⑥災害実績調査表 

設定資料⑦平面形状調査資料・人工構造物調査資料 

設定資料⑧著しい危害のおそれのある土地の判定表 

設定資料⑨点の記または基準点位置図 

設定資料⑩流下方向ならびに基準地点の決定 

設定資料⑪世帯数・人家戸数及び公共施設調査 

設定資料⑫その他 

・様式-7（土）警戒区域読み取り座標表（従来手法による） 

・様式-8（土）特別警戒区域座標管理表（従来手法による） 

・参考-1（土）警戒区域読み取り座標表（システムによる） 

・参考-2（土）特別警戒区域読み取り座標表（システムによる） 
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 各様式の作成に係る記載内容および留意事項等については、以下の通り分類した。 

 （従）：従来手法のみ該当、（シ）：システム利用のみ該当、（共）：両手法に該当 

 

（１）表紙 

・ （共）自然現象の種類、箇所番号、箇所名、所在地、施行番号、基礎調査担当会社名

を記入する。 

・ （シ）システム上で入力したデータが自動出力される。 

 

（２）様式-1（土）平面図 

・ （共）レイアウト、線色、線種等の詳細は告示図書に準ずる。 

・ （共）用紙サイズは A4～A0 とする。 

・ （共）凡例に基づく内容を記載した 1/2,500 平面図を添付する。 

・ （共）土砂災害防止法施行令第三条の基準に該当する区域は、想定される力の最大と

当該力が当該建築物に作用する場合の土石流の高さを記入する。 

・ （共）凡例に基づく内容、箇所番号、箇所名を記載した 1/25,000 位置図を添付する。 

・ （共）1/25,000 地形図の複製承認にかかる国土地理院への申請は、県が行い、法指定

時に承認番号を記入する。 

・ （共）1/2,500 地形図の複製承認にかかる市町村への申請は、必要に応じて県が行い、

法指定時に承認番号を記入する。 

・ （シ）位置図および国土地理院等の複製承認番号以外は自動出力される。 

 

（３）様式-2（土）基礎調査調書（1/4） 

・ （共）調査対象箇所の抽出、既往調査との対応、使用図面、基礎調査履歴、告示履歴、

地形状況、地質状況、対策施設等状況調査、想定される崩壊、災害実績調査について

調査結果を記入する。 

・ （シ）上記の内容の内、地質調査の土質定数については自動出力される。 

 

（４）様式-2（土）基礎調査調書（2/4） 

・ （共）著しい危害のおそれのある土地の設定は、「様式-6（土）⑧著しい危害のおそ

れのある土地の判定表」と整合を図る。 

・ （共）危害のそれのある土地の設定根拠（末端、分散角、明らかに土石等が到達しな

い土地など）を概要図に明確に記入する。 

・ （シ）上記の内容の内、危害のおそれのある土地の設定結果の一部、著しい危害のお

それのある土地の設定結果及び概要図（危害のおそれのある土地等の範囲）が自動出

力される。 

 



第四集 基礎調査マニュアル補足資料 

 (四)-21 

（５）様式-2（土）基礎調査調書（3/4） 

・ （共）土地利用状況、世帯数及び人家戸数、公共施設等の状況は危害のおそれのある

土地と著しい危害のおそれのある土地に分けて記入する。なお、危害のおそれのある

土地の人家戸数等に著しい危害のおそれのある土地のものは含めない。 

・ （共）著しい危害のおそれのある土地内の人家および公共的建物については、建築構

造（木造・非木造）を明示する。 

 

（６）様式-2（土）基礎調査調書（4/4） 

・ （共）警戒避難体制、関係諸法令の指定状況、宅地開発の状況および建築の動向につ

いての調査結果を記入する。 

・ （共）警戒避難体制の避難場所は、区域に最も近い避難場所の名称・所在地・建築構

造を記入する。 

・ （共）関係諸法令は「指定の有無」とその根拠となる「出典」を記入する。なお、砂

防三法（砂防指定地、地すべり防止区域、急傾斜地崩壊危険区域）については「指定

の有無」に加えて「指定年月日」、「告示番号」、「出典」を記入する。 

・ （共）宅地開発の状況および建築の動向は、各項目について増減率を記入するととも

に、調査年（度）を明記する。 

 

（７）様式-3（土）設定根拠図 

・ 用紙サイズは A4～A3 とする。 

・ （共）基準地点、流下方向、左右岸分散、下流端等の設定根拠について記載する。 

・ （共）対策施設位置とその効果量について記載する。ただし、図面範囲に表示される

範囲内の対策施設の効果量についてのみの記載で良い。 

・ （シ）縦横断測線及び危害のおそれのある土地等の範囲が表示された平面図が自動出

力される。 

 

（８）様式-4（土）縦断図 

・ （共）用紙サイズは A4～A3 とする。 

・ （共）著しい危害のおそれのある土地の判定を行った位置の地盤勾配、基準地点なら

びに土砂災害特別警戒区域下流端位置（著しい危害のおそれのある土地の下流端位

置）を記入する。 

・ （共）地形図からの読み取りにより縦断図を作成した範囲について、注記を付ける。 

（基準地点から下流を実測した場合） 

「基準地点より上流の縦断図は 1/2,500 地形図からの読み取りにより作成した。」 

（全て地形図からの読み取りにより縦断図を作成した場合） 

「縦断図は 1/2,500 地形図からの読み取りにより作成した。」 

・ （シ）縦断図が自動出力される。 
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（９）様式-5（土）横断図 

・ （共）用紙サイズは A4～A3 とする。 

・ （共）土石流の流下幅、最深部からの土石流高さ、土砂災害特別警戒区域（著しい危

害のおそれのある土地）に該当するか否か記入する。 

・ （共）地形図からの読み取りにより横断図を作成した場合は、注記を付ける。 

「横断図は 1/2,500 地形図からの読み取りにより作成した。」 

・ （シ）横断図が自動出力される。 

 

（10）様式-6（土）著しい危害のおそれのある土地の設定資料 

・ （共）調査結果が添付されているか否かを右側にある空欄に記入する。作成が必要な

様式は「◯」、作成が必要でない様式は「作成不要」を記入する。 

 

（11）様式-6（土）①谷字数区分図・対策施設位置図 

・ （共）谷字数ごとの流路延長は、各流路の谷字数ごとに記入する（「様式-6（土）③

土砂量計算書」の値と同一）。 

・ （共）谷次数区分図の基準地点は、著しい危害のおそれのある土地の設定時の基準地

点と一致させる。 

・ （シ）平面図のみが自動出力される。 

 

（12）様式-6（土）②土砂量算定横断図 

・ （共）調査断面毎に侵食深・侵食幅を表示した横断図と侵食幅を記入した現地写真を

添付する。 

・ （共）土砂量算定横断図を作成する場合、各断面の侵食深・侵食幅及び侵食断面積は

様式-6（土）③土砂量計算書の値と一致させる。 

・ （共）参考として算出した集水面積に基づく想定侵食深及び想定侵食幅も記入する。 

 

（13）様式-6（土）③土砂量計算書 

・ （共）複数の流路について土砂量を計算し、想定土石流流出区間の侵食可能土砂量を

決定する。 

・ （共）侵食可能土砂量と運搬可能土砂量を比較する。 

・ （共）えん堤が存在する場合は、えん堤地点ごとの土砂量を算出し、施設効果量を設

定する（安定計算が必要な場合は、この土砂量と整合を図る）。 

・ （共）土石流により流下する土石等の量は、侵食可能土砂量と運搬可能土砂量の小さ

い方の値を採用することとし、最小値は 1、000m3とする。 

 

（14）様式-6（土）④対策施設状況調査結果 

・ （共）対策施設の諸元が把握できる図面を添付し、各諸元を記入する。 

・ （共）対策施設の状況写真は、様式-6（土）⑦に付ける。 

・ （共）対策施設がない場合は、「対策施設無し」のコメントを記入する。 
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（15）様式-6（土）⑤対策施設の安全性確認書 

・ （共）えん堤の安定計算書を添付する。 

・ （共）安定計算を行う際の対象土砂量は、えん堤地点上流における 1本谷の侵食可能

土砂量を用いる。 

・ （共）対策施設がない場合は、「対策施設無し」のコメントを記入する。 

 

（16）様式-6（土）⑥災害実績調査表 

・ （共）災害実績調査を実施した結果をとりまとめる。 

・ （共）把握できる項目について記入し、これ以外は「不明」と記入する。 

・ （共）災害実績が確認できない場合は、「災害実績無し」のコメントを記入する。 

 

（17）様式-6（土）⑦平面形状調査資料・人工構造物調査資料 

・ （共）平面形状調査資料・人工構造物調査を実施した結果をとりまとめる。 

・ （共）横断構造物（ボックスカルバート等）がある場合は測量により確認する。 

・ （共）ため池の場合はため池台帳により確認するとともに、越流・空間等の照査を行

う。 

・ （共）写真撮影位置・方向・番号を記載する。 

・ （共）写真を添付し、コメントを付ける。主な撮影写真は、渓流全景、基準地点位置、

流下経路状況、危害のおそれのある土地等の範囲を規制する微地形・人工構造物状況、

対策施設状況、公共施設などとする。 

・ （シ）縦横断測線及び危害のおそれのある土地等の範囲が表示された平面図が自動出

力される。危害のおそれのある土地等の範囲を規制する河川、盛土、掘割道路等の微

地形・人工構造物がある場合は、その範囲を図示するとともに、写真撮影位置・方向・

番号も記入する。 

 

（18）様式-6（土）⑧著しい危害のおそれのある土地の判定表 

・ （共）横断測線ごとの計算書を付ける。 

・ （共）土石流の高さが 1ｍを超える区域（かつ流体力 50KN/m2を超えるまたは 50KN/m2

以下）がある場合は、1ｍ間隔で按分計算した計算書を付ける。 

・ （共）流下幅決定根拠資料を添付し、横断測線ごとに「マニング型」、「レジーム型」

のどちらが採用されたかを記載する。 

・ （シ）計算された判定表が自動出力される。なお、横断測線間に土石流の高さが 1m

を超える区域やそれ以下の区域の境界が生じた場合は、1m間隔で按分計算した計算書

をつける。 

 

（19）様式-6（土）⑨点の記または基準点位置図 

・ （従）基準点測量結果を記載する。 

・ （従）座標系、座標を記載し、位置図、写真等を貼付する。 
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（20）様式-6（土）⑩流下方向ならびに基準地点の設定 

・ （共）基準地点および流下方向の設定根拠を記載する。候補が複数ある場合は各候補

について記載する。 

・ （共）平面図に基準地点および流下方向を記入する。 

・ （共）調査結果は「様式-2（土）基礎調査調書（1/4）基準地点」、「様式-2（土）基

礎調査調書（2/4）流下方向」に記入する。 

・ （シ）基準地点及び縦横断線が表示された平面図が自動出力される。 

 

（21）様式-6（土）⑪世帯数・人家戸数及び公共施設調査 

・ （共）世帯数及び人家戸数調査を実施した結果をとりまとめる。 

・ （共）戸建住宅、共同住宅、公共的建物、要配慮者利用施設の位置を確認する。また、

特別警戒区域については、建物構造（木造・非木造）を記入する。 

・ （共）公共的建物及び要配慮者利用施設は名称も記入する。 

・ （シ）縦横断測線及び危害のおそれのある土地等の範囲が表示された平面図が自動出

力される。 

 

（22）様式-6（土）⑫その他 

・ （共）所定の様式に記載できない事項について補足事項があれば作成する。 

 

（23）様式-7（土）警戒区域読み取り座標表 

・ （従）警戒区域の座標値を記載する。 

・ （従）座標系の種類を記載する。 

 

（24）様式-8（土）特別警戒区域読み取り座標表 

・ （従）特別警戒区域の座標値を測点ごとに記載する。 

・ （従）特別警戒区域と測点がわかる平面図を付ける（縮尺は任意）。 

・ （従）座標系の種類を記載する。 

 

（25）参考-1（土）警戒区域読み取り座標表（システムによる） 

・ （シ）システムより危害のおそれのある土地を表示した平面図と座標一覧表が自動出

力される。 

 

（26）参考-2（土）特別警戒区域読み取り座標表（システムによる） 

・ （シ）システムより著しい危害のおそれのある土地を表示した平面図と座標一覧表が

自動出力される。 
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３．４ 告示図書 

 告示図書は、地域住民をはじめ第三者が閲覧するものであるため、統一された書式で作

成する。 

 

3.4.1 急傾斜地 

 区域図、位置図、凡例等のレイアウトは次頁に示す告示図書作成例を参考にする。それ

ぞれの書式については、表-3.1 に従う。図面作成ソフトは AutoCAD を想定しているが、そ

の他 GIS 等のソフトで作成する場合を考慮して、色については RGB 表示で記載した。AutoCAD

以外のソフトで作成する場合は、出力した図面と次頁の作成例を比べ、大きく違わないよ

うに調整すること。 

 

表-3.2 告示図書の書式（急傾斜） 

CAD
256色

RGB 色 RGB 種類
文字

フォント
文字
サイズ

①外枠 White(7) 255,255,255 実線 0.50

②土砂災害警戒区域 36 127, 63,  0 実線 0.25 51 255,255,127 SOLID

③移動による力が100kN/m
2

　
を上回る区域

Magenta(6) 255,  0,255 実線 0.15 31 255,191,127 SOLID

④移動による力が100kN/m
2

　以下の区域
Red(1) 255,  0,  0 実線 0.15 31 255,191,127 SOLID

⑤堆積高が3ｍを上回る区域 18 76,  0,  0 実線 0.15
18
31

76,  0,  0
255,191,127

LINE
SOLID

⑥堆積高が3ｍ以下の区域 24 153, 38,  0 実線 0.15 31 255,191,127 SOLID

⑦斜面地内の特別警戒区域 Red(1) 255,  0,  0 実線 0.15
Red(1)

31
255,  0,  0
255,191,127

DOTS
SOLID

⑧横断線、横断線番号 Blue(5) 0,  0,255 実線 0.25

⑨下端線 Blue(5) 0,  0,255 実線 0.25

⑩背景図 8 128,128,128

⑪タイトル White(7) 255,255,255 実線 0.25 MSｺﾞｼｯｸ 5.0

⑫告示年月日・番号 White(7) 255,255,255 実線 0.25 MSｺﾞｼｯｸ 2.5

⑬箇所名・番号・所在地 White(7) 255,255,255 実線 0.25 MSｺﾞｼｯｸ 2.5

⑭力の区分 White(7) 255,255,255 実線 0.25 MSｺﾞｼｯｸ 1.5

⑮区域図　箇所名・番号 White(7) 255,255,255 MSｺﾞｼｯｸ 3.0

⑯位置図　箇所名・番号 White(7) 255,255,255 実線 0.25 MSｺﾞｼｯｸ 3.0

⑰地図承認番号 White(7) 255,255,255 実線 0.25 MSｺﾞｼｯｸ 1.5

⑱凡例 White(7) 255,255,255 実線 0.25 MSｺﾞｼｯｸ 2.0

文字

線種
線の
太さ

色 ハッチ
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3.4.2 土石流 

 区域図、位置図、凡例等のレイアウトは次頁に示す告示図書作成例を参考にする。それ

ぞれの書式については、表-3.1 に従う。図面作成ソフトは AutoCAD を想定しているが、そ

の他 GIS 等のソフトで作成する場合を考慮して、色については RGB 表示で記載した。AutoCAD

以外のソフトで作成する場合は、出力した図面と次頁の作成例を比べ、大きく違わないよ

うに調整すること。 

 

表-3.3 告示図書の書式（土石流） 

CAD
256色

RGB 色 RGB 種類
文字

フォント
文字
サイズ

①外枠 White(7) 255,255,255 実線 0.50

②土砂災害警戒区域 32 204,102,  0 実線 0.50 51 255,255,127 SOLID

③土石流の高さが1mを超え、

　力が50kN/m2を超える　区域
Red(1) 255,  0,  0 実線 0.50

Red(1)
31

255,  0,  0
255,191,127

DOTS
SOLID

④土石流の高さが1mを超え、

　力が50kN/m2以下の　区域
Red(1) 255,  0,  0 実線 0.50

Red(1)
31

255,  0,  0
255,191,127

ANSI37
SOLID

⑤土石流の高さが1m未満の区域 Red(1) 255,  0,  0 実線 0.50 31 255,191,127 SOLID

⑥背景図 8 128,128,128

⑦タイトル White(7) 255,255,255 実線 0.25 MSｺﾞｼｯｸ 5.0

⑧告示年月日・番号 White(7) 255,255,255 実線 0.25 MSｺﾞｼｯｸ 2.5

⑨箇所名・番号・所在地 White(7) 255,255,255 実線 0.25 MSｺﾞｼｯｸ 2.5

⑩力の区分 White(7) 255,255,255 実線 0.25 MSｺﾞｼｯｸ 3.0

⑪区域図　箇所名・番号 White(7) 255,255,255 MSｺﾞｼｯｸ 4.0

⑫位置図　箇所名・番号 White(7) 255,255,255 MSｺﾞｼｯｸ 2.0

⑬地図承認番号 White(7) 255,255,255 実線 0.25 MSｺﾞｼｯｸ 1.5

⑭凡例 White(7) 255,255,255 実線 0.25 MSｺﾞｼｯｸ 2.5

文字

線種
線の
太さ

色 ハッチ
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３．５ 位置図（大判図面） 

 調査範囲全体の調査対象箇所および設定区域が確認できる位置図（Ａ３～Ａ０）を作成

する。作成する位置図は下記とする。 

 

（１）調査報告書【別添図面】 

・図①基礎調査箇所位置図〔急傾斜・土石流・地すべり〕 

（表示内容） 

 調査対象箇所（急傾斜：斜面、土石流：流域、地すべり：地すべり地形）を表示する。 

土石流は調査対象箇所のうち、机上区域設定のみの箇所と実測を基にした区域設定箇所

に区分する。 

 用紙サイズはＡ３～Ａ０とし、縮尺は 1/2,500～1/25,000 とする。必要に応じて分割し

て出力してもよい。 

 

（２）公表閲覧資料および告示図書【別添図面】 

・図①土砂災害警戒区域・特別警戒区域位置図〔急傾斜・土石流・地すべり〕 

（表示内容） 

 土砂災害警戒区域・特別警戒区域を表示するとともに、調査対象範囲内に位置する避難

場所および要配慮者利用施設等を併せて表示する。 
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（３）位置図 

 位置図の作成範囲は小学校区単位や近傍箇所毎を基本とする。 

 位置図作成の主な統一事項は、次のとおりとする。なお、詳細については、参考資料-5

チェックシート等を参考にすること。 

 ・名称：「土砂災害警戒区域・土砂災害特別警戒区域位置図」 

  （小学校区名・自然現象の名称を明示すること、業務名は明示しない） 

 ・小学校区境界線、小学校区名：水色線 

 ・避難場所：赤丸を基本としてハザードマップがある場合はそれと整合をとる（土砂災

害の避難場所以外は記載しない※ ）。 

 ・要配慮者利用施設：緑丸を基本としてハザードマップがある場合はそれと整合をとる。 

 ・広域図：25,000 程度の広域図を添付する。 

 ・「未指定」や、「今後の指定区域は本図と異なる場合があります」等の文言は入れない。 

 

土砂災害警戒区域・土砂災害特別警戒区域位置図の書式 
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位置図作成例 
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３．６ 結果一覧表 

 区域指定をする際に必要となる結果一覧表を作成する。告示箇所を対象とする。 

表に記載する地区名および所在地は告示図書の記載に同じとする。地区名のフリガナ、箇

所名、所在地については、市町へ確認したうえで記入するものとする。 

 結果一覧表は、調査報告書の巻末資料に添付するとともに、電子データ（.xls、.xlsx フ

ァイル）で納品する。 

 

表-3.4 結果一覧表（急傾斜） 

 

 

表-3.5 結果一覧表（土石流） 

 

 

表-3.6 結果一覧表（急傾斜地の崩壊の既指定箇所の解除及び指定） 

 

 

表-3.7 結果一覧表（土石流の既指定箇所の解除及び指定（土石流の見直しを含む）） 
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３．７ 土砂災害警戒区域等 DB（基礎調査台帳） 

 土砂災害警戒区域等の指定状況を管理するための資料として、土砂災害警戒区域等DB（基

礎調査台帳）を作成する。また、県から国土交通省へ報告するための土砂災害警戒区域 DB

を兼ねている基礎調査台帳は、区域指定時に速やかに国土交通省へ提出するものであるた

め、基礎調査完了時に成果品として提出する。 

 基礎調査台帳作成の対象は、告示箇所とする。 

 次頁から基礎調査台帳の様式と記入要領を添付する。なお、記入要領の A、B、C…はデー

タ入力用.xls ファイル中の列名を示す。 

 

 記入にあたっては記入要領に準じることとするが、注意を要する点は以下のとおりであ

る。 

Q～AW：基礎調査完了時には公示番号、公示理由、公示日は決まっていないため、記載し

ない。 

BH～BI：基礎調査調書に記載のない項目であるため、CAD 図面などから読み取り記入する。 

BT～CQ：基礎調査調書では分類されていないが、ここでは項目ごとに集計する（大判図面

に位置を記載）。 
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 (例)砂防基礎調査台帳(入力項目)(1/4) 
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 (例)砂防基礎調査台帳(入力項目)(2/4) 
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 (例)砂防基礎調査台帳(入力項目)(3/4) 
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 (例)砂防基礎調査台帳(入力項目)(4/4) 
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 (例)土砂災害警戒区域等 DB(1/3) 
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 (例)土砂災害警戒区域等 DB(2/3) 
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 (例)土砂災害警戒区域等 DB(3/3) 



第四集 基礎調査マニュアル補足資料 

 (四)-44 

３．８ 区域座標情報 

 ３．３で作成した基礎調査調書のうち、次の様式を１つにファイルにまとめ、土砂災害

ポータルひろしまで公表するための資料を作成する。 

 

3.8.1 急傾斜地 

【従来手法】  

・様式-3（急）上・下端（座標管理）・横断測線位置図 

・様式-6（急）座標管理表 

・様式-7（急）点の記 

 

【システム利用】 

 ・参考-1（急）上・下端位置読み取り座標表（システムによる） 

・参考-2（急）警戒区域読み取り座標表（システムによる） 

・参考-3（急）特別警戒区域読み取り座標表（システムによる） 

 

3.8.2 土石流 

【従来手法】 

・様式-7（土）警戒区域読み取り座標表 

・様式-8（土）特別警戒区域座標管理表 

 

【システム利用】 

・参考-1（土）警戒区域読み取り座標表（システムによる） 

・参考-2（土）特別警戒区域読み取り座標表（システムによる） 

 

・急傾斜地で複数斜面がある場合は、１つのファイルとすること。 

・資料内に基礎調査業者の個人名、顔の判別できる写真、民家が特定できる写真などがあ

れば、マスキングすること。 
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３．９ 区域見直し比較表（新旧比較表） 

 新旧の平面図、横断図、対策施設写真等を利用し、見直しを行う箇所の旗上げや見直し

理由を１頁にまとめる。様式は任意とする。 
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３．10 照査報告書 

 「地質・土質調査・設計業務等共通仕様書（及び別添）」に基づいて照査を行う。照査技

術者は設計図書に定める、または調査職員の指示する業務の節目ごとにその成果の照査を

行う。 

 照査の記録をまとめて、照査報告書を作成し提出する。 
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３．11 電子データ作成要領 

（１）作成電子データ 

 基礎調査業務の成果品として以下の電子データを作成する。 

 

① 電子納品データ「広島県電子納品実施要領【業務委託編】 令和２年８月」に準拠 

  ・調査報告書 

 

 ② 基礎調査結果電子データ（第四集に準拠） 

  1）調査対象箇所一覧表 

  2）結果一覧表 

    3) 関係家屋数等一覧表 

  4）土砂災害警戒区域等 DB（基礎調査台帳） 

  5）基礎調査箇所位置図 

  6）基礎調査調書 

  7）告示図書 

  8）土砂災害警戒区域・特別警戒区域位置図 

  9) 除外報告書 

  10)公表、告示用 GIS データ 

    11)区域見直し比較表（新旧比較表） 

  12)区域座標情報 

    13)砂防フロンティア基礎調査支援システムデータ、調書作成データ【急傾斜地・土石 

流】 

  14)従来手法で使用した地形図データ及び区域設定、調書作成データ 

    15)変換前 MAP データ 

 

  データ形式 

  1）～4）    ：xls、 xlsx 

  5）～9）    ：pdf 

  10）        ：shp、shx、dbf 等 

    11）～12)   ：pdf 

  13) ～14)   ：shp、shx、dbf、xls等 （図-3.2 区域設定フォルダ構成参照） 

  15)     ：dm、kih、txt 

 



第四集 基礎調査マニュアル補足資料 

 (四)-48 

（２）ファイル名 

 基礎調査調書と告示図書については、複数のファイルが存在するため、下記に示すファ

イル名称の設定ルールに従う。基礎調査調書は全ての様式を 1つのファイルにまとめる。 

 

  設定ルール 

  ■基礎調査調書 

    調  書 ＋ _（アンダーバー） ＋ 箇所番号.pdf 

  ■告示図書 

    告示図書 ＋ _（アンダーバー） ＋ 箇所番号.pdf 
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（３）GIS データ 

a)従来手法 

①GIS データは、警戒区域と特別警戒区域を別のファイルに分けて作成する。作成する

ファイル名は以下のとおり。 

 

表-3.8 GIS データの構成（従来手法） 

自然現象の種類 区域の区分 ファイル名 

土石流 警戒区域（イエロー） Dyellow.shp， Dyellow.shx, Dyellow.dbf 

特別警戒区域（レッド）(線属性) Dred_line.shp， Dred_line.shx, Dred_line.dbf 

特別警戒区域（レッド）(面属性) Dred_poly.shp, Dred_poly.shx, Dred_poly.dbf 

特別警戒区域（レッドの外枠） 

(線属性) 
Dred1_line.shp, Dred1_line.shx, Dred1_line.dbf 

特別警戒区域（レッドの外枠） 

(面属性) 
Dred1_poly.shp, Dred1_poly.shx, Dred1_poly.dbf 

流域界 Ryuuiki.shp, Ryuuiki.shx, Ryuuiki.dbf 

急傾斜 警戒区域（イエロー） Kyellow.shp, Kyellow.shx, Kyellow.dbf 

特別警戒区域（レッド）(線属性) Kred_line.shp, Kred_line.shx, Kred_line.dbf 

特別警戒区域（レッド）(面属性) Kred_poly.shp, Kred_poly.shx, Kred_poly.dbf 

特別警戒区域（レッドの外枠） 

(線属性) 
Kred1_line.shp, Kred1_line.shx, Kred1_line.dbf 

特別警戒区域（レッドの外枠） 

(面属性) 
Kred1_poly.shp, Kred1_poly.shx, Kred1_poly.dbf 

 

②座標系は、平面直角座標系（平成14年国土交通省告示第9号）第Ⅲ系［新座標系］を使用す

る。成果品が旧座標系以外の座標系で作成されている場合は原則、新座標系にデータを変

換して提出する。 

 

③属性データの入力項目は以下のとおりとし、全ポリゴンに属性データを入力する。番号は必ず

結果一覧表の NO と対応させること。 

 

 

表-3.9 属性データの内容（従来手法） 

項目 形式 備考 

NO 半角数字  文字データの番号に対応させる。 

BANGOU 半角数字・全角日本語  数字は半角で入力 

KUBUN 半角数字 Dyellow（Kyellow）の場合は空白 

Dred1（Kred1）の場合は空白 

Ryuuiki の場合は空白 

 

Dred の場合、以下のいずれかを入力 

 1：土石流の高さ 1m を超え、50ｋN/㎡を超える場合 

 2：土石流の高さ 1m を超え、50ｋN/㎡以下の場合 

 3：土石流の高さ 1m 以下の場合             

 

Kred の場合、以下のいずれかを入力 

1：力 100ｋN/㎡を超える  

2：力 100ｋN/㎡以下    

3：堆積高 3m 上回る 

4：堆積高 3m 以下    

5：斜面地内の特別警戒区域 
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b)システム利用 

システム利用による基礎調査では、納品時には HDD に保存した市町村フォルダに Shape

フォルダを作成し、｢土砂災害警戒区域等設定支援システム｣よりエクスポートした Shape

形式の GIS データを提出する。 

 

＜土石流＞ 

・Shape フォルダ内に基礎調査区域番号ごとのフォルダを作成し、以下のファイルを保存

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・保存データは、以下の点を確認すること。 

① 修正作業等が完了した最新データであること 

② Shape ファイルの属性【Keiryunum】欄に土砂災害警戒区域等一覧に示した区域番号

が設定されていること 

③ 土砂災害警戒区域等一覧表に示した区域番号と納品するShapeデータの属性情報の

整合が取れていること 

 

＜急傾斜地＞ 

・Shape フォルダ内に、以下のファイルを保存する。 

 

 

 

 

・保存データは、以下の点を確認すること。 

①  修正作業等が完了した最新データであること 

② Shape ファイルの属性【Kasho】欄に土砂災害警戒区域等一覧に示した区域番号が設

定されていること 

③ 土砂災害警戒区域等一覧表に示した区域番号と納品する Shape データの属性情報の

整合が取れていること 

④ ALL 及び斜面毎に Shape データが格納されていること 
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（４）電子媒体について 

 電子媒体は基本的には CD とするが、箇所数が多く、データ容量が大きくなる場合は、

DVD、HDD での納品も可とする。 

 

①CD、DVD には以下の内容のラベルを貼付して提出する。 

1)タイトル：「土砂災害警戒区域・特別警戒区域電子データ」 

2)地区名：基礎調査の地区名を明記する。 

3)何枚目/総枚数：納品する電子媒体の総枚数と、該当の電子媒体が何枚目かを明記す

る。 

4)市区町村名：対象となる地区の市区町村名を明記する。 

5)作成年月日：電子媒体を作成した年月日 

6)ウィルスチェックに関する情報 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-3.1 ラベル作成例 

 

② HDD には箱とディスクの両方に、上記と同じ内容を記載したシール等を貼付して提

出する。 

土砂災害警戒区域・特別警戒区域 

電子データ 

○○地区(1/2) 

○○郡△△町 
平成 28年 11 月 作成 
○○建設コンサルタント 

ウィルスチェックに関する情報 
チェック年月日：20xx 年○月○日 
ウィルス定義：20xx 年○月○日版 

ウィルス対策ソフト：○○○ 
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③ 電子媒体のフォルダ構成は以下のとおりとする。 

 

図-3.2 区域設定データフォルダ構成 
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（５）ウィルス対策 

ウィルスに感染した電子データが納品されることがないよう、提出前に必ずウィルスチ

ェックを行う。最新のウィルスも確実に検出できるよう、ウィルス対策ソフトはなるべく

シェアが高いソフトを利用し、パターンファイルは最新のデータを利用する。 
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４．身分証明書 

 現地調査（測量作業、現地確認作業）をする際には、必ず身分証明書を携帯し、求めに

応じ提示すること。基礎調査の身分証明書は、次頁から示す様式に必要事項を記載し、発

注事務所へ発行の申請を行う。 
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用紙の大きさは、横 8cm、縦 6cm とする。 
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５．地形図の複製承認申請 

  

 

（１）複製承認申請の流れ 

①国土地理院 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②市町村（市町村の図面を使用する場合） 

概ね国土地理院に対する承認申請行為と同様であるが、申請書様式や詳細手続きは、

各市町村に確認のこと。 

複製承認申請に必要な書類の作成 

・ 測量成果の複製承認申請書 

・ 基礎調査成果品（様式-1） 

申請書の提出 

・ 国土地理院送付先 

紙地図を複製する場合：郵便番号 730-0012 広島市中区上八丁堀 6-30 広島合同庁舎国土交通省国土

地理院中国地方測量部 

電子地図を複製する場合：郵便番号 305-0811 茨城県つくば市北郷 1番 国土交通省国土地理院 

 

承認番号の受領 

複製品の提出 

3 週間程度 
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（２）測量成果の複製承認申請書記入例（国土地理院） 

 

 

測量成果の複製承認申請書 
 

 

     測量法第 29条の規定により下記のとおり承認を申請します。 

 

 

       令和 XX 年 XX 月 XX 日 

                             〒XXX-XXXX 

                                            申請者 住所 ○○県○○市○○町 X-X-X 

                                                氏名 ○○市○○部長 ○○○○  

 

    国 土 地 理 院 長  殿 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

複 製 の 目 的                         印刷物及び Web サイト「○○市概要図」作成のため（詳細は別紙のと

おり） 

 

 

複 製 す る 測 量 成 果 の                         

 

種 類 及 び 内 容                         

（1）電子地形図 20万 水戸 

（2）電子地形図 25000 筑波 

（3）電子地形図 25000 上郷 

（4）電子地形図 25000 谷田部 

 

 

 

 

複製する測量成果の交付                         

 

年月日又は地図の発行年次 

（1）令和 XX年 XX 月 XX 日発行 

（2）令和 XX年 XX 月 XX 日発行 

（3）令和 XX年 XX 月 XX 日発行 

（4）令和 XX年 XX 月 XX 日発行 

 

 

 

 

複 製 の 範 囲 又 は 区 域                         別紙のとおり  

 

複 製 の 作 業 方 法                         

 

 

別紙のとおり 

 

 

複 製 の 期 間                          承認後 1ヶ月間  

複製品の利用方法及び                         

 

配布の範囲  有償 無償 

 

 市役所等で市民に無償配布する。 

 ○○市のＷｅｂサイトに掲載し広く一般に公開する。 

  

 

 

 

 

複 製 品 の 部 数                          印刷物 100,000 部 

 サーバ       1 台 

 

 

複 製       名称及び代表者の氏名  申請者に同じ  

 

機関名 所 在 地                  申請者に同じ  

 

複 製       氏 名                  （株）○○印刷社 代表取締役 ○○○○  

 

作業者 所 在 地                  ○○県○○市○○町 X-X-X  

 

 

  備 

 

  考 

 

○○市○○部○○課○○係 ○○○○ TEL:XXX-XXX-XXXX FAX:XXX-XXX-XXXX 

 

（株）○○印刷社○○部○○課 ○○○○ TEL:XXX-XXX-XXXX FAX:XXX-XXX-XXXX 
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（３）測量成果の複製承認申請書記入例（広島市） 

                       

測量成果の複製承認申請書 
 

 

測量法第 43 条の規定により下記のとおり承認を申請します。 

 

 

令和 XX年 XX月 XX日 

                        

申請者 住所 広島市南区比治山本町 16-12 

        氏名 広島県○○建設事務所長 

 

広島市長 殿 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

複 製 の 目 的 
“土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律”

に基づく土砂災害警戒区域および砂災害特別警戒区域の告示図面の作成 

 

 

複製する測量成果の 

 

種類及び内容 

縮尺：1/2,500 

 

地図名：広島市地形図 

 

 

 

 
複製する測量成果の交付 

 

年月日又は地図の発行年次 

 

平成 8年 

 

 

 

 

 
複製の範囲又は区域 I-7、I-8、J-7、J-8  

 

複製の作業方法 

①測量成果をデジタルスキャニングし、GIS ソフトを用いて土砂災害警戒

区域、土砂災害特別警戒区域等を記入する。 

②完成図の複製：GIS ソフトからの出力 

③完成図の縮尺：1/2,500 

④完成図のサイズ：Ａ４ 

 

複 製 の 期 間 承認後９０日間 
 

 

複製品の利用方法及び 

 

配布の範囲  有償 無償 

土砂災害警戒区域および土砂災害特別警戒区域の告示図面として、広島県および

広島県へ配布。 

無償配布 

 

 

 

 
複製品の部数 100 部 

 

 

複製 名称及び代表者の氏名 広島県○○建設事務所長 ●●●● 
 

 

機関名 所 在 地 広島市南区比治山本町 16-12 
 

 

複製 氏 名 ●●●●株式会社 
 

 

作業者 所 在 地 ●●市●区●●●● 
 

 
  備 

 

  考 

広島県○○建設事務所からの委託業務として、●●●●株式会社が作業を行う。 

担当者：●●部 ●●●● 

連絡先：（●●●）●●●-●●●●（直通） 
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測量成果の複製承認申請書 
 

 

     測量法第 29条の規定により下記のとおり承認を申請します。 

 

 

       令和 XX年 XX月 XX日 

                             〒XXX-XXXX 

                                            申請者 住所 広島市南区比治山本町 16-12 

                                                氏名 広島県○○建設事務所長 

 

    国 土 地 理 院 長  殿 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

複 製 の 目 的                           

 

複 製 す る 測 量 成 果 の                         

 

種 類 及 び 内 容                         

  

 

 

 

複製する測量成果の交付                         

 

年月日又は地図の発行年次 

  

 

 

 

複 製 の 範 囲 又 は 区 域                           

 

複 製 の 作 業 方 法                         

 

  

複 製 の 期 間                           

複製品の利用方法及び                         

 

配布の範囲  有償 無償 

  

 

 

 

複 製 品 の 部 数                           

 

複 製       名称及び代表者の氏名   

 

機関名 所 在 地                   

 

複 製       氏 名                   

 

作業者 所 在 地                   

 

 

  備 

 

  考 
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